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1. 会社概要（2010年4月1日現在）

会社名 シスプロカテナ株式会社 (SysproCatena Corporation)  

設立 1983年 3月24日 資本金 15億1,375万円

決算期 3月 発行済株式数 316,475株

本社所在地 〒220-8123 横浜市西区みなとみらい2-2-1    横浜ﾗﾝﾄﾞﾏｰｸﾀﾜｰ23F

役員 取締役会長： 平本 謹一 専務取締役： 淵之上勝弘 取締役(社外): 板谷嘉之
代表取締役社長： 逸見 愛親 専務取締役： 小田 信也

代表取締役副社長： 三浦 賢治 常務取締役： 国分 靖哲

代表取締役副社長： 杉山 一 常務取締役： 甲斐 隆文

従業員数 単体 2,205名 （技術者80％） ； 連結 2,883名(契約社員含む)

上場市場 東京証券取引所 市場第一部 (2005年10月昇格)

事業内容 モバイル高速データ通信事業 (移動体通信機器ｿﾌﾄｳｪｱ開発支援・品質検証支援)

情報システム事業 (金融機関及び企業向けシステム開発)

ITサービス事業 (システムの保守・運用、ヘルプデスク及びITアシスタント)

ソリューション営業 (IT関連商品の企業向け販売)

エアー・クラウド事業 (クラウド型業務アプリケーションサービスの提供)

【連結子会社】
㈱ProVision                  ：移動体通信端末ソフトウェア品質検証、保守・運用
ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ・ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ㈱ ：基盤ｼｽﾃﾑの構築、金融機関の基盤業務ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝを中心とした受託開発
東京都ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ㈱ ：データ入力、大量出力、メーリングサービス、事務代行

【持分法適用関連会社】
北洋情報システム㈱ ：移動体通信端末ソフトウェア開発、各種ソリューション開発

1

7月1日付で株式会社システナに
変更予定



2. 業績・事業の現状

a.   2010年3月期 業績概要
(2009年11月1日～2010年3月31日)

b. 各事業の売上利益の推移と足元の状況
(旧システムプロ＋旧カテナ)

c.   2011年3月期 業績予想
(2010年4月1日～2011年3月31日)
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連結(5ヶ月間) 単体(5ヶ月間)
計画 増減率(%) 計画 増減率(%)

売上高 3,636 3,338 +8.9 3,448 3,141 +9.8

移動体高速ﾃﾞｰﾀ 2,629 2,461 +6.8 2,504 2,326 +7.6 

情報ｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ 1,007 876 +14.9 944 815 +15.8 

売上原価 2,617 2,400 +9.1 2,502 2,226 +12.4 

売上総利益 1,019 938 +8.6 946 915 +3.4 

移動体高速ﾃﾞｰﾀ 765 719 +6.4 700 707 ▲1.0

情報ｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ 254  219 +16.0 246    208 +18.3

売上総利益率 28.0% 28.1% ▲0.1p 27.5% 29.1% ▲1.6p 

販管費 528 535 ▲1.4 465 481 ▲3.2

営業利益 490 402 +22.0 481 434 +10.8 

営業利益率 13.5% 12.1% +1.4p 14.0% 13.8% +0.2p 

経常利益 536 481 +11.4 521 469 +11.1 

経常利益率 14.7% 14.4% +0.3p 15.1% 14.9% +0.2p 

純利益 340 335 +1.2 332 307 +8.2

純利益率 9.3% 10.1% ▲0.8p 9.6% 9.8% ▲0.2p

a. 2010年3月期業績概要 （単位：百万円）
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2008年

10～12月

2009年

1～3月

2009年

4～6月

2009年

7～9月

2009年

10～12月

2010年

1～3月

売上実績 1,761 1,639 1,187 1,269 1,463 1,698

粗利益 618 553 331 334 439 515

粗利率（％） 35.1% 33.8% 28.0% 26.3% 30.1% 30.4%
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四半期毎売上利益推移

b-1. モバイル高速データ通信事業
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売上・利益ともに改善
2009年4～6月を底に急回復
ピーク時を超える勢い

2010/3月期最終結果として計画比2億弱のプラスにて着地。
キャリア向け受注トピックス：
次世代プラットフォームの仕様/開発案件、スマートフォン向けアプリケーションの検討
案件獲得や評価案件増加が顕著

メーカ向け受注トピックス：
開発案件はAndroidを中心に受注が旺盛、IUTSを中心に新規案件の獲得



2008年

10～12月

2009年

1～3月

2009年

4～6月

2009年

7～9月

2009年

10～12月

2010年

1～3月

売上実績 3,619 3,864 3,203 3,267 3,045 3,602

粗利益 823 857 606 679 562 558

粗利率（％） 22.7% 22.2% 18.9% 20.8% 18.5% 15.5%
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四半期毎売上利益推移

b-2. 情報システム事業（旧ｼｽﾃﾑﾌﾟﾛの情報ｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ事業+旧ｶﾃﾅのｼｽﾃﾑ開発事業）
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年度末に向けて売上増加
4Qは3Qと比較し売上高18.3％増

2010/3月期第4四半期売上増加。来期拡大に向けて体制強化。
銀行向け受注トピックス：
大規模案件受注にて急速に拡大を開始。既存業務も制度改定対応などで増加。

保険向け受注トピックス：
統合案件開始により順調に拡大中。体制強化も完了し利益体質に。



2008年

10～12月

2009年

1～3月

2009年

4～6月

2009年

7～9月

2009年

10～12月

2010年

1～3月

売上実績 1,344 1,356 1,235 1,295 1,672 1,418

粗利益 292 271 198 201 333 220

粗利率（％） 21.7% 20.0% 16.0% 15.5% 19.9% 15.5%
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b-3. ITサービス事業
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2010/3月期売上高・利益ともに計画比プラスにて着地。

金融機関向け受注トピックス： 2010/3月期下期に生保向け大口案件を受注。

官公庁向け受注トピックス： 連結子会社にて官公庁向けスポット案件を受注。

ITサービス事業全体で2010/3月期売上高は前期対比3億円（6.3％）増。

売上高対前期比増

3Qに官公庁向けで特需
売上高は前期対比6.3％増



2008年

10～12月

2009年

1～3月

2009年

4～6月

2009年

7～9月

2009年

10～12月

2010年

1～3月

売上実績 4,836 4,864 3,404 3,741 3,832 5,096

粗利益 384 356 270 252 250 354

粗利率（％） 7.9% 7.3% 7.9% 6.7% 6.5% 6.9%
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b-4. ソリューション営業
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4Q売上高大幅増
3月度の売上高は20億円を
超え、過去2年間で最高

売上高は5月で底を打ち、第4四半期は前期対比プラスで着地。
製造業向け受注トピックス：
大手電気メーカーを中心に大手製造業からの受注が第4四半期に大幅回復。

基盤構築事業の受注トピックス：
計画対比プラスで着地。技術力、営業力ともに強化でき、今後の仮想化需要に対応。



c-1.  2011年3月期連結業績予想
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第2四半期 通期

売上高 19,282 42,602

売上原価 16,119 35,422

売上総利益 3,163 7,180

総利益率 16.4％ 16.9％

販管費 2,483 4,792

営業利益 679 2,388

営業利益率 3.5％ 5.6％

経常利益 698 2,424

経常利益率 3.6％ 5.7％

純利益 857 2,079

純利益率 4.4％ 4.9％

1株当たり純利益 2,766.23円 6,705.64円

1株当たり配当金 ※ 1,300円 2,600円

（単位：百万円）

※ 1株当たり配当金は年間2,600円（第2四半期末1,300円、期末1,300円）、
うち1株当たり年間200円（第2四半期末100円、期末100円）の合併記念配当を予定しております。



c-2.  2011年3月期連結セグメント別業績予想
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第2四半期 通期

金額 百分比 金額 百分比

売上高 19,282 100.0 42,602 100.0

モバイル高速データ通信 2,936 15.2 6,273 14.7

情報システム 6,181 32.1 13,780 32.4

ITサービス 2,729 14.2 5,289 12.4

ソリューション営業 7,389 38.3 17,115 40.2

エアー・クラウド 29 0.1 103 0.2

コンシューマーサービス 16 0.1 41 0.1

営業利益 679 3.5 2,388 5.6

モバイル高速データ通信 789 26.9 1,698 27.1

情報システム 880 14.2 2,200 16.0

ITサービス 253 9.2 557 10.5

ソリューション営業 114 1.5 443 2.6

エアー・クラウド ▲19 － ▲21 －

コンシューマーサービス ▲19 － ▲30 －

消去又は全社コスト ▲1,318 － ▲2,459 －

（単位：百万円、％）



3. 中期経営計画
（2011年3月期～2013年3月期）
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11

3ヵ年売上・利益計画

5,619 6,273 7,028 8,324

13,119 13,780 15,100
16,891
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モバイル高速データ通信 情報システム ITサービス・ソリューション営業

エアー・クラウド コンシューマーサービス 営業利益率

（百万円）

２社合計（参考値）

（百万円）（百万円）

2,388 3,058 3,860

営業利益

+5.4％
+10.6％

+12.4％



4. 各事業の計画の詳細

 モバイル高速データ通信事業

 情報システム事業

 ＩＴサービス・ソリューション営業事業

 エアー・クラウド事業
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モバイル高速データ通信事業

13

（旧システムプロの
移動体高速データ通信システム事業）



２８期 ２９期 5年後

2010/3 2011/3 2015

３０期

2012/3

３１期

2013/3

3.9世代（データ通信端末 ⇒ ユビキタス端末へ）
LTE ・ UMB ・ WiMAX 等

3.5世代 LTE
普及期

通信

ユビキタスへ
全面展開

次世代端末ノウハウ蓄積（Android・LTE・Flash・Webkit）
非携帯分野への参入

自社企画の模索とサービスへの展開

携帯端末へ
経営資源集中と

非携帯への種まき

真のユビキタス
の世界

高速データ通信
いつでもどこでもの世界

携帯の世界

PC・家電・自動車 と 携帯融合
あらゆる製品が無線に繋がる

音楽・動画配信（高速・高音質画質）
地デジTV（フルセグ・高画質）
ブラウザ・アプリ（リッチ・高速）
コンシェルジュサービス（リッチ・GPS連携）
フェムトセル・FMC

デコメール
音楽・動画配信（低速）
地デジTV（ワンセグ）

ブラウザ・アプリ（低速）
コンシェルジュ（低速）

サービス

世界感

戦略

次世代端末案件の飛躍
非携帯案件の深耕

既存機種は減少傾向も
Android端末 ＋ 次世代端末案件 の拡大

非携帯案件の開拓

既存機種＋Android端末
次世代端末準備案件

売上：62.7億 120億売上：70.2億 売上：83.2億
100%

成長

40%

成長

ロードマップ －モバイル高速データ通信事業
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２８期 ２９期 5年後
2010/03 2011/03 2015

３０期
2012/03

３１期
2013/03

お客様に
有益な存在

お客様に
必要不可欠な存在

業界に
必要不可欠な存在

業界に
有益な存在

全ての携帯系クライアント内
シェアNo.1の確立

非携帯分野での存在価値の確立

自社企画サービス・製品の提案

自社企画サービス・製品の採用

自社企画モノの
普及

携帯・非携帯問わず全ての
クライアント内シェアNo.1の確立

自社開発

自社サービス

非携帯

携帯

40%

成長

100%

成長

目
標

戦
略
・戦
術

中
期
計
画

62.7億円 70.2億円
83.2億円

120億円

中期経営計画イメージ （戦略）－モバイル高速データ通信事業
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中期経営計画イメージ （詳細）－モバイル高速データ通信事業

3.3%62.7億円
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既存クライアントシェア拡大
新規クライアント参入

携帯向け開発旺盛
携帯向け以外に、デジタル家電での開発旺盛

新商材の開発に
より需要を創出

LTEサービス開始後のサービス・コンテンツ需要拡大

ノウハウを活用して自社製品の開発
OEM提供

エアー・シンクライアントも活用した
サービス企画

100%

成長
40%

成長

携帯電話出荷の認証機関への脱皮

売上倍増計画（5カ年） －モバイル高速データ通信事業
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携帯開発 非携帯開発(家電/車)

サービスプロバイダ 製品企画・自社開発

○開発支援
既存顧客内でのシェアは継続して上がるものの、
OPPの安定化に伴い開発量は減少傾向。既存顧客
でのシェア拡大と新規顧客の開拓が必須。

○新商材開発
国内ベンダまたは海外ベンダの日本参入に向けた
商材、品質基準の変化に合わせた新たな評価商材
の開発を実施。

特にLTEのサービス開始に伴いサービスコンテンツの
拡充、新規サービスが開始される中、コンテンツを開発、
販売するコンテンツプロバイダだけではなく、サービス
自体の開発、販売を行うサービスプロバイダとしてサー
ビスの提供を行う。
エアー・シンクライアントも活用したサービス企画も検討。

○デジタル家電
主筋であるAndroidの携帯電話向け活用も一段落す
るﾀｲﾐﾝｸﾞでﾃﾞｼﾞﾀﾙ家電などへの展開が加速。当社
のAndroidﾉｳﾊｳを活用してﾃﾞｼﾞﾀﾙ家電参入を行う。

○車
国内家電メーカが自社ブランドで電気自動車の開発
を開始する可能性がある(推測)ため、既存顧客の
動向を見ながら積極参入を狙う。

AndroidOSのノウハウを活用して自社製品（モジュー
ル単位含む）の開発
および海外ハードウェアメーカから安くハードを調達し、
当社で日本マーケットに適したソフトウェアを載せて販
売。またはOEM提供を行う。

売上倍増計画（5カ年） －モバイル高速データ通信事業
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情報システム事業
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旧システムプロの情報システムサービス事業
+

旧カテナのシステム開発事業



ロードマップ －情報システム事業

•システム再構築

•システム更改

2010/03            2011/03     2012/03           2013/03

28期 29期 30期 31期

•勘定系システム再構築

•次世代顧客管理システム

•システム共同化

•外資系 次世代システム

•システム再構築

•合併・システム統合

生 保

銀 行

損 保
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金融＋α

生 保

新規領域

銀 行

損 保

• システム再構築が開始。

• 合併によるシステム統合開始。
・基盤開発案件の増加。
・情報共有にクラウド技術を展開。
・グループウエアからクラウドへ。

• 勘定系システムの再構築。

• 地銀・営業店システムの更改が

今年度よりスタート。

• WEBバンキングへの参画。

・外資系生保はＩＴ投資活況に。
・国内生保は、投資抑制継続。
但し、システム再構築の検討が
開始される見込み。
・損保系子会社生保の統合が開
始。

合併により金融系業務知識とオープン系・基盤系
技術が融合。新たなる領域に向けて準備完了。

合併により組織が強化

中期経営計画 業務領域の拡大－情報システム事業
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中期経営計画 顧客基盤－情報システム事業

製造
２.１％

その他
１１.４％

公共
４.８％

銀行
４０.８％

生保
１６.７％

その他金融
１１.７％

損保
１２.５％

※２０１０年３月期累計実績

エンドユーザー
１４.７％

エンドユーザー系
システム子会社

３７.６％

大手メーカー・
大手ＳＩｅｒ経由
４０.７％

その他
７.０％

取引歴２０年以上
顧客
５３.０％

取引歴１５年以上
２０年未満顧客

１５.７％

取引歴１５年未満
顧客
３１.３％

取引歴１５年以上
顧客
６８.７％

エンドユーザー
及びシステム子会社

５２.３％

金融系
８１.７％

契約先別売上高

取引歴別売上高
業種別売上高

（エンドユーザーベース）
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中期経営計画 売上拡大基盤－情報システム事業

基盤・ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ等の
知識

中国、インド、

＋ ベンダーオフショアノウハウ

顧客基盤を最大限に活用

差別化

オフショア
実績

基盤
技術

業務
ノウハウ

プロジェ
クト推進
ノウハウ

パートナー制度による
強い信頼関係
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中期経営計画イメージ （戦略）－情報システム事業

内部体制強化サービスレベル向上

1. 業務改善支援

2. 開発支援

3. コスト削減支援

4. 顧客満足度の追求

1. 営業力（企画・提案）

2. 商品力（技術・人間性）

3. 管理力（生産性・品質）

お客様
支援

1 2

28期 29期 30期 31期

目 標

29期 30期 31期

お客様にとって
不可欠な存在

お客様からの
更なる信頼の獲得

お客様支援への
仕組みの再構築
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中期経営計画イメージ （詳細）－情報システム事業

25

131.1億円
137.8億円

151.0億円

168.9億円

30%

成長



ＩＴサービス・ソリューション営業事業

26

旧カテナの ITサービス事業/
旧カテナのソリューション営業事業



27

ｵﾝﾌﾟﾚﾐｽと
ｸﾗｳﾄﾞの
住み分け

ﾆｰｽﾞ

ﾄﾚﾝﾄﾞ

お客様
の状況

戦略

28期 29期 30期 31期

所有するから利用するへのニーズの変化

クラウド本格導入クラウド検討・部分導入

ＩＴ機器の
買い控え

PC・ｻｰﾊﾞｰのﾘﾌﾟﾚｰｽ需要
・Windows7
・ｻｰﾊﾞｰ統合

戦略部門へ
立ち返る

最低限必要な
投資を再開

コスト削減

ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ
ｿﾘｭｰｼｮﾝ

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄからｻｰﾋﾞｽへ
引き合い対応から課題解決へ

マーケット・ロードマップ － ＩＴサービス・ソリューション営業事業



0 

200 

400 

28期 29期 30期 31期
ﾃﾞｰﾀｰ入力 ｼｽﾃﾑ運用 ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰｻﾎﾟｰﾄ 基盤構築 ITﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ販売
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中期経営計画イメージ （戦略）－ ＩＴサービス・ソリューション営業事業

目標

戦略
戦術

中期
計画

28期 29期 30期 31期

お客様の
要望に応える

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
営業の立上げ

中堅企業へ注力

人材ｼﾌﾄによるｻｰﾋﾞｽ営業
の強化

ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ
ｿﾘｭｰｼｮﾝ

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄからｻｰﾋﾞｽへ
引き合い対応から課題解決へ

お客様のﾍﾞｽﾄﾊﾟｰﾄﾅｰになる
お客様ビジネス
に不可欠な存在

ｻｰﾋﾞｽﾒﾆｭｰの充実
(億円)

217.4億円 225.1億円 248.2億円 272.8億円

20%

成長
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0 

100 

200 

300 

28期 29期 30期 31期
ITﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ販売 基盤構築 ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰｻﾎﾟｰﾄ ｼｽﾃﾑ運用 ﾃﾞｰﾀｰ入力

217.4億円 225.1億円

248.2億円
272.8億円

(億円)

20%

成長

中期経営計画イメージ （詳細）－ ＩＴサービス・ソリューション営業事業
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基盤構築サービス オフサイトヘルプデスク

リモート運用サービス LCM(ﾗｲﾌｻｲｸﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)

○ Blade Server、Storageの導入／設定／構築
○ 仮想化技術の設計／導入／設定
○ BCPソリューションのご提案／導入

○ IT機器の購入から、資産管理、キッティング、
ヘルプデスク、変更管理、廃棄までをトータルに
ご提供

○ コンプライアンスの遵守、資産の有効活用、
コスト削減に大きく貢献

ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ｻｰﾋﾞｽﾒﾆｭｰ －ＩＴサービス・ソリューション営業事業

24時間365日対応
“安心・安全”運用監視サービスをご提供

○ 死活監視、リソース監視、ログ監視、サービス監視
○ システム変更、拡大に対応したサーバーやネット
ワークの機器構成管理

○ オペレーション、バックアップ、システム再導入

IT資産の適正かつ有効活用のために、
PCライフサイクル管理をワンストップでご提供

オンサイトでの豊富な経験から質の高いサービスを
ご提供
リモートアクセス等、迅速な対応を実現

○ Microsoft Windows・Officeオペレーション案内
○ テクニカルサポート・障害対応
○ お客様固有の業務アプリケーションのサポート
○ オンコールオンサイトサポートも用意

日本ヒューレット・パッカード、マイクロソフトとの
強い協業関係で、品質の高いサービスをご提供

http://www.systempro.co.jp/service/outline.html
http://www.systempro.co.jp/service/outline_system.html


エアー・クラウド事業
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新規事業



２８期 ２９期 5年後
2010/3 2011/3 2015

３０期

2012/3

３１期

2013/3

エアー・シンクライアント型サービス
の全面展開

ベンダ提供クラウドPlatform上での開発受託
自社企画の模索とサービスへの展開

クラウドサービスベンダ
としての認知度を高める
クラウドPlatformの習得

中小企業を中心にエアー・シンクライント型
サービスの定着

大手ベンダーを中心に様々なPlatformが
出現し、SaaS事業者が増加

クラウド型サービス
の黎明期

携帯電話、スマートフォン
タブレットPC等あらゆる

クライアント端末でサービスを活用

CRM、SCM、Finance、生産管理、物流
など「オンプレミス型」サービスがクラウド型
へ移行

GoogleApps
Salesforce.com

BPOS
サービス

世界感

戦略

「オンプレミス型」業務アプリケーションの
ＳａａＳ化によるサービスラインアップを強化

GoogleAppsの拡販
Azure、AppEngine上での開発

売上：1.0億 20億売上：2.0億 売上：5.0億
150%
成長

100%
成長

ロードマップ －エアー・クラウド事業
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シスプロカテナ株式会社

本資料に記載されている業績予想及び将来の事象に関する記載は、現時点で入手可能な情
報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、
経済・事業環境の変化など様々な要因により変動することがありますので、ご了承ください。
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7月1日をもって
新社名『株式会社システナ』

に変更予定


